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「平成２６年度 個人住民税徴収対策会議」の開催結果について 

『オール東京特別徴収推進宣言』を採択！！ 

～平成２９年度から特別徴収を徹底します～ 

 

 

 

 

 東京都及び都内全６２区市町村は、安定した財源の確保と納税者の利便性向上を図る

ため、特別徴収の推進に取り組んでいます。 

 

本日、東京都及び都内全６２区市町村による個人住民税徴収対策会議において、別紙

のとおり『オール東京特別徴収推進宣言』を採択しましたので、お知らせいたします。 

 

 平成２９年度から原則として全ての事業主の皆様に、従業員の給与所得に係る個人住

民税を特別徴収で納めていただくこととなります。 

対象となる事業主など関係者の皆様の御理解と御協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

※特別徴収…事業主（給与支払者）が従業員（納税義務者）に代わり、毎月従業員に支

払う給与から個人住民税を差し引き、納入していただく制度 

（問合せ先） 

主税局徴収部個人都民税対策課 

電話：03-5388-3039 



 

 

オール東京特別徴収推進宣言 

～住民税は給与からの特別徴収で！～ 
 

個人住民税（以下「住民税」）の給与からの特別徴収とは、事業主(給与支払者)が従

業員(納税義務者)に代わり、毎月従業員に支払う給与から住民税を差し引き、納入する

制度です。 

 

 地方税法では、従業員の住民税の徴収方法は特別徴収が原則とされておりますが、事

実上、普通徴収との選択制という認識も事業主に生じており、給与所得者に対する特別

徴収の割合は、約７割にとどまっています。 

  

特別徴収の実施により、住民税を１２回に分けて給与から差し引くことで１回あたり

の従業員の負担が軽減されます。また、従業員が金融機関等にその都度納税に赴く必要

もなくなり、納め忘れの防止にもなります。 

  

 東京都及び都内全６２区市町村は、災害対策や少子高齢化への対応など諸課題に対処

するための安定した財源の確保と納税者の利便性向上を図るため、特別徴収制度定着に

向けて、以下のとおり取り組むことを宣言します。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 主なスケジュール 

 平成２８年９月 事業主への指定予告通知書の送付 
  
 平成２９年１月 給与支払報告書提出に伴う普通徴収該当理由書の導入 
         (ｅＬＴＡＸ利用事業主を除く) 
  
 平成２９年５月 特別徴収税額通知書の送付(特別徴収義務者指定) 

            

 

 

                    平成２７年２月５日 

                      個 人 住 民 税 徴 収 対 策 会 議                      

                      （東京都・都内全６２区市町村） 

都内全６２区市町村は、足並みを揃え 

平成２９年度から原則として全ての事業主に、 

特別徴収義務者の指定を実施します。 

＜別紙＞ 


